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△
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△

△

△

△

△

△

△

△

△

35,572,629,967

197,418,783

施 設 拡 充 引 当 特 定 資 産 1,841,006,000 1,523,974,000

流 動 資 産

第 ３ 号 基 本 金 引 当 資 産

現 金 預 金

未 収 入 金

葛飾校舎建築引当特定資産

159,980,000

3,438,065,253

17,493,179,457

525,930,018

41,095,665,561

21,617,154,728

固 定 負 債

長 期 借 入 金

資 産 の 部 合 計

有 価 証 券

長 期 貸 付 金

保 証 金

預 託 金

退 職 給 与 引 当 特 定 資 産

維持会施設拡充引当特定資産

その他の固定資産

借 地 権

電 話 加 入 権

施 設 利 用 権

前  年  度  末

153,303,634,800

126,837,991,725

本  年  度  末

141,881,338,974

111,153,436,819

科　　　　　　　　　　　目

前 払 費 用

仮 払 金

13,660,960,000

4,919,376

4,004,139

環 境 対 策 引 当 金 32,976,000

46,641,329,166

7,607,162,155

土 地

建 物

構 築 物

教 育 研 究 用 機 器 備 品

そ の 他 の 機 器 備 品

34,477,454,060

8,256,412,114図 書

長 期 未 払 金

19,478,510,833

5,779,655,457

191,048,673,121

本  年  度  末

負　　債　　の　　部

退 職 給 与 引 当 金

81,095,616

15,393,601

6,473,221,918

2,230,253,915

5,974,500

216,361,302

919,133,166

14,000,000,000

5,500,000,000

100,000,000

266,160

49,167,334,147

48,046,778,059

264,329,143

19,449,566

929,358,000

30,727,902,155

55,586,628,321

1,343,252,891

10,734,535,474

455,596,352

56,286,673,458

1,337,245,139

11,149,299,335

361,861,822

81,095,616

15,393,601

10,474,180,655

12,951,194

2,792,219,497

26,465,643,075

7,314,090

2,134,098,844

353,910,098

8,500,000,000

100,000,000

3,011,097,058

264,329,143

249,970

34,479,367,979

869,129,683

219,528,923

188,876,264,767

前  年  度  末

4,603,382

20,711,661,959

18,140,940,000

32,976,000

26,316,045

2,511,429,914

21,014,002,768

1,483,160,000

1,525,832,140

17,574,018,117

430,992,511

41,725,664,727

増          減

11,422,295,826

15,684,554,906

12,163,875,106

700,045,137

6,007,752

414,763,861

93,734,530

0

0

4,000,958,737

649,249,959

6,498,372

1,862,861,497

4,262,259,080

1,339,590

96,155,071

137,548,796

5,500,000,000

0

2,488,902,942

0

16,190

317,032,000

13,594,704,180

13,567,410,080

50,003,483

22,110,140

2,172,408,354

増          減

599,243

80,838,660

1,233,151,126

4,479,980,000

0

21,396,669

3,268,225,543

貸　　借　　対　　照　　表
平成２３年　３月３１日

（単位：円）

資　　産　　の　　部

負 債 の 部 合 計

固 定 資 産

車 輛

建 設 仮 勘 定

科　　　　　　　　　　　目

94,937,507

有 形 固 定 資 産

629,999,166

603,151,960

1,323,180,000

1,912,233,113

預 り 金

流 動 負 債

短 期 借 入 金

未 払 金

前 受 金



△

△

△

△ △

１．重要な会計方針

２．重要な会計方針の変更等

　（会計処理の変更）

148,928,570,348140,863,830,307

　預り金その他経過項目に係る収支の表示方法

2,108,000,000

157,073,080,307

100,000,000

本  年  度  末

　　…預り金および仮払金に係る収入と支出は相殺して表示している。

7,120,072,747

14,001,250,000

前  年  度  末

188,876,264,767

本  年  度  末

7,120,072,747

お よ び 消 費 収 支 差 額 の 部 合 計

科　　　　　　　　　　　目

科　　　　　　　　　　　目

消費収支差額の部合計

負債の部、基本金の部

基 本 金 の 部 合 計

翌 年 度 繰 越 消 費 支 出 超 過 額

前  年  度  末

増          減

増          減

5,365,897,561

5,365,897,56112,485,970,308

第 ２ 号 基 本 金

第 ３ 号 基 本 金

第 ４ 号 基 本 金

基 本 金

第 １ 号 基 本 金

増          減

本  年  度  末

191,048,673,121 2,172,408,354

　　…補助活動に係る収支は純額で表示している。

　環境対策引当金

　　…掛金の累積額と交付金の累積額との繰入調整額を加減した金額を計上している。

　　…退職金の支給に備えるため、期末要支給額の100%を基にして、私立大学退職金財団に対する

　　…長期貸付金等の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。

　退職給与引当金

基  本  金  の  部 

科　　　　　　　　　　　目

　食堂その他教育活動に付随する活動に係る収支の表示方法

2,563,490,041

　徴収不能引当金

159,636,570,348

5,501,250,000

2,108,000,000

8,064,740,041

注記

消費収支差額の部

100,000,000 0

0

8,500,000,000

前  年  度  末

12,485,970,308

（１）引当金の計上基準

　　…有価証券の評価基準及び評価方法は移動平均法に基づく原価法である。

　　…ただし、満期保有目的有価証券の評価基準は償却原価法によっている。

　　…「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」によって処理することが

　　　 義務づけられているＰＣＢ廃棄物の処理に備えるため、その処理費用見込額を計上している。

　有価証券の評価基準及び評価方法

（２）その他の重要な会計方針

　退職給与引当金について、従来、年度末要支給額の50％を基にして私立大学退職金財団に対す

る掛金の累積額と交付金の累積額との繰入調整額を加減した金額を計上していたが、教職員の年齢

額の１００％を基にして私立大学退職金財団に対する掛金の累積額と交付金の累積額との繰入調整

額を加減した金額を計上する方法に変更した。

　この変更により、従来と同一の方法によった場合と比較して退職給与引当金が3,444,346,347円

増加し、当年度消費収入超過額が同額減少している。

構成、退職予定者数の実態等を勘案し、消費収支計算を適正に行うため、当年度から年度末要支給



　（表示方法の変更）

３．

４． （長期貸付金 円）

５．

６．

７．

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（注1）上記の満期保有目的の債券については、評価損が実現する可能性は低いと考えている。

（注1）金利交換取引は、資産運用を目的としている。

（注2）時価の算定方法は取引証券会社から提示された価格によっている。

① 名称及び事業内容　

神栄サービス株式会社

１．食料品及び飲料品の加工販売並びに給食の受託業務

２．飲食店の経営業務

３．上記各号に関連附帯する一切の業務

②

③

有価証券

種類 勘定科目

　時価が貸借対照表計上額を 退職給与引当特定資産

　　（うち満期保有目的の債券）

退職給与引当特定資産　時価が貸借対照表計上額を

超えるもの

0

△ 553,285,000

評 価 損 益

△ 144,786,444

金利交換取引

資本金の額

2,000,000,000

合　　　　　　　　計

2,000,000,000

（３）学校法人の出資による会社に係る事項

2,000,000,000

学校法人の出資金額等及び当該会社の総株式等に占める割合並びに当該株式の入手日

10,000 株

10,000,000 円 20,000 株

△ 144,786,444

（単位：円）

超えないもの 有価証券

　　（うち満期保有目的の債券）

種　　　類 契約額等の
うち１年超

契 約 額 等

合　　　　　計

△ 752,909,918

時　　　価

△ 144,786,444

4,503,308,644

1,946,715,000

6,472,021,918 5,850,357,000

（２）デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

対　象　物

当年度（平成２３年３月３１日）

2,000,000,000 △ 144,786,444

受取変動･支払変動
（２通貨（米ドル円及び
豪ドル円）連動型）

3,738,665,000

退職給与引当特定資産

有価証券

　　（うち満期保有目的の債券） 6,767,262,000

2,500,000,000

（１）有価証券の時価情報

 円建 物 5,013,596,165

担保に供されている資産の種類及び額は、次のとおりである。

その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額

土 地

15,968,960,697  円

43,783,115,964

担保に供されている資産の種類及び額

 円7,692,000

 円

7,692,000

減価償却額の累計額の合計額

100%

15,575,202,048

貸借対照表計上額

当年度（平成２３年３月３１日）

（単位：円）

 円

10,000 株

△ 553,285,000

11,733,726

△ 764,643,644

0

差　　　　　額時　　　　　価

　従来「退職給与引当特定預金」、「維持会施設拡充引当特定預金」、「葛飾校舎建築引当特定預

金」、「施設拡充引当特定預金」として表示していた科目について、一部有価証券を振替えたことに

より、それぞれ「退職給与引当特定資産」、「維持会施設拡充引当特定資産」、「葛飾校舎建築引当

特定資産」、「施設拡充引当特定資産」に科目名を変更している。

0

徴収不能引当金の合計額

3,247,113,274 3,282,147,000 35,033,726

3,224,908,644 2,568,210,000 △ 656,698,644

3,028,597,000

1,946,715,0002,500,000,000

3,016,863,274

△ 621,664,918

昭和５５年３月３１日

平成　７年３月２３日

5,000,000 円

5,000,000 円

10,000,000 円

　　　　合　　　計

7,520,171,918

　　当学校法人の出資割合が総出資額の２分の１以上である会社の状況は次のとおりである。



④

（単位：円）

⑤

平成２１年３月３１日以前に開始したリース取引

（単位：円）

0

1,098,908

32,904,856

1,098,908

期末残高

委託手数料他

当期中に学校法人が当該会社から受け入れた配当及び寄附の金額並びにその他の取引の額

当該会社からの未収入金 0 4,272,000

当該会社への未払金 941,236 941,236

0

期首残高 資金支出等

当該会社への支払額

0 1,100,000

資金収入等

当該会社からの受入額

（８）後発事象

（６）純額で表示した補助活動に係る収支

なし

支　　　　　　出

計

補助活動事業支出（経費支出）

金　　額

（４）偶発債務 なし

195,395,690

640,239,240

学校法人は当該会社の債務保証は行っていない。

4,272,000

当該会社の債務に係る保証債務

当該会社への出資金等 1,100,000

（５）所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リースは次の

　とおりである。

 円 256,560,795

リ ー ス 資 産 の 種 類 リ ー ス 料 総 額

教育研究用機器備品

未経過リース料期末残高

 円

217,609,250補助活動収入（学寮費収入）

金　　額収　　　　　　入

（７）関連当事者との取引

195,395,690計

22,213,560純　　額

217,609,250

該当なし

　　　　関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。 （単位：円）

役員の

兼任等

事業上

の関係

理事長 塚本桓世 － － － － －

借入金

の被保

証

被保証債務

（注１）
－ － 2,520,940,000

関係法

人

株式会社抗

体工学研究

センター（注

２）

千葉県野田

市
5,000,000

研究用試

薬、医薬

品等の製

造・販売

－
兼任

３名

研究受

託

研究費の受

入れ（注３）
13,400,000 前受金 13,000,000

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）当学校法人は日本私立学校振興・共済事業団からの借入に対して債務保証を受けている。なお保証料の支払は行っていない。

（注２）当学校法人の教員が株式会社抗体工学研究センターの役員の過半数を占めている。

（注３）研究費については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定している。

取引金額 勘定科目 期末残高取引の内容
事業内容

又は職業

議決権の

所有割合

関係内容

属性
役員、法人

等の名称
住所

資本金又は

出資金


